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○飯綱町介護資格等取得費補助金交付要綱 

令和３年３月29日告示第51号 

改正 

令和５年12月28日告示第152号 

飯綱町介護資格等取得費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、町内の介護事業所及び障害福祉事務所（以下「介護事業所等」という。）に

就労している者又は就労しようとする者に対し、介護資格等の取得又は介護支援専門員の登録を

するために必要となる研修受講費その他の費用を補助することについて必要な事項を定め、町内

介護事業所等における介護人材の確保並びに介護人材の資質の向上及び職場への定着を促進し、

もって町内における安定的な介護サービス等の提供体制の確保及び質の向上を図ることを目的と

する。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、別表第１のとおりとする。ただし、国、県又は

他の地方公共団体若しくは公益団体等から同種の補助金等（就労している勤務先からこの要綱の

補助金の対象となる経費について一部補助を受けている場合を除く。）を受けている者は、補助

金の交付を受けることができない。 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象となる事業は、別表第１のとおりとする。 

（補助対象経費及び補助金の交付額） 

第４条 補助金の対象となる経費は、別表第１のとおりとする。ただし、第２条に規定する補助対

象者が、就労している勤務先からこの要綱の補助金の対象となる経費について一部補助を受けて

いる場合は、当該補助に係る額を控除した額とするものとする。 

２ 補助金の交付額は、別表第１のとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、飯綱町介護資格取得費補助金交付申請書兼請求書（様

式第１号）に次の書類を添付し、町長に提出しなければならない。 

(１) 資格証明書及び研修終了書等の写し 

(２) テキスト等領収書の写し 

(３) その他町長の定める書類 
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２ 前項の規定による申請の期間は、第２条に規定する要件を満たした日の属する月の翌月の初日

から起算して６カ月以内とする。ただし、町長がやむを得ないと認める場合は、この限りでない。 

（交付の決定及び通知） 

第６条 町長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付

をすることに決定したときはその決定の内容及びこれに付した条件を、補助金の交付をしないこ

とに決定したときはその旨を飯綱町介護資格等取得費補助金補助可否決定通知書（様式第２号）

により、速やかに当該申請をした者に通知するものとする。 

（補助金の交付及び交付時期） 

第７条 町長は、前条の規定による補助金の交付決定を通知したときは、当該補助金を第５条の規

定に基づく申請の月が４月から７月までのものについては９月に、８月から11月までのものにつ

いては１月に、12月から３月までのものについては５月にそれぞれ交付するものとする。 

２ 前項の補助金は、前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「被交付決定者」とい

う。）の指定する口座に振り込む方法により交付するものとする。 

（交付の決定の取消し） 

第８条 町長は、被交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付の決定を取

り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、第６条の規定により付した条件に違反したとき。 

２ 町長は、前項の規定による取消しをしたときは、被交付決定者に飯綱町介護資格等取得費補助

金交付決定取消通知書（様式第３号。以下「取消通知書」という。）によりその旨を速やかに通

知するものとする。 

（補助金の返還） 

第９条 町長は、前条の規定による取消しをした場合において、既に補助金が交付されているとき

は、被交付決定者に対し、取消通知書により期限を定めて当該補助金の返還を命ずることができ

る。 

（その他） 

第10条 この要綱の施行について必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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（失効規定） 

２ この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。 

（事業の見直し） 

３ この告示の規定による補助の趣旨、効果等を総合的に勘案し、なおこの告示の規定による補助

は必要であると町長が認めたときは、補助期間を延長することができる。 

附 則（令和５年12月28日告示第152号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行し、この告示による改正後の飯綱町介護資格取得費補助金交付

要綱の規定は、令和５年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の要綱によりなされた手続その他の行為は、この告

示の相当規定によりなされたものとみなす。 

別表第１（第２条～第４条関係） 

 補助対象事業 交付額（上限額） 補助対象経費 

１ 介護職員初任者研修課程等受講料支援 100,000円 資格取得、研修等に係る

受講料（テキスト代、実

習に要した費用等を含

む） 

登録手数料等 

1,000円未満の端数が

あるときは、これを切り

捨てる。 

２ 介護福祉士実務者研修受講料支援 150,000円 

３ 介護福祉士資格取得費支援 

60,000円 

（介護技術講習を受

講する場合にあって

は、110,000円を上限

額とする） 

４ 介護支援専門員資格取得費支援 160,000円 

５ 介護支援専門員再研修受講料支援 40,000円 

６ 社会福祉士資格取得費支援 100,000円 

７ 精神保健福祉士資格取得費支援 100,000円 

８ 相談支援専門員等受講料支援 100,000円 

９ サービス管理責任者等受講料支援 50,000円 

10 認知症介護実践者等受講料支援 50,000円 

11 行動援護従業者受講料支援 50,000円 
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12 強度行動障がい支援者受講料支援 50,000円 

資格登録後及び研修終了後おおむね３ヶ月以内に、町内事業所に就労を開始し、その後３か

月間当該就労を継続し、かつ、その間の従事時間が60時間を超えていること。 

様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第８条関係） 

 


